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1.  はじめに 

本資料は，福島第二原子力発電所１号，２号，３号及び４号炉の廃止措置計画

認可申請書「八 核燃料物質の管理及び譲渡し」に記載した，各号炉の使用済燃

料貯蔵設備（使用済燃料プール）・核燃料物質の概要について説明する。 

新燃料の譲渡しに伴う発電所作業時の安全措置について，別紙１に示す。 

 

2.  各号炉の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）・核燃料物質の概要 

2.1.  使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）の保管容量 

各号炉に貯蔵されている使用済燃料・新燃料の数量，使用済燃料貯蔵設備（使

用済燃料プール）の保管容量を表１に示す。 

 

2.2.  各号炉に貯蔵されている使用済燃料の型式・冷却年数 

各号炉に貯蔵されている使用済燃料の数量を型式・冷却年数ごとに整理して，

表２に示す。 

 

2.3.  燃料設計仕様 

福島第二原子力発電所１号，２号，３号及び４号炉の原子炉設置許可申請書本

文の「五、原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備 ハ．原子炉本体の構

造及び設備 （ロ）燃料体」に記載されている燃料設計仕様のうち，平均ウラン

濃縮度・最高燃焼度を表３に示す。 

 

以上 
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別紙１ 新燃料の譲渡しに伴う発電所作業時の安全措置について 

 

1.  はじめに 

福島第二原子力発電所では，１号炉の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）

に 200 体の新燃料，２号炉の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）に 80 体

の新燃料，３号炉の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）に 184 体の新燃

料，４号炉の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）に 80 体の新燃料を貯蔵

しており，これらの新燃料は，原子炉本体等解体撤去期間の開始までに加工施設

等へ全量搬出し，加工事業者等に譲り渡すこととしている。本資料は，使用済燃

料プールに貯蔵している新燃料の譲渡しに伴う発電所作業時の安全措置につい

て説明する。 

 

2.  使用済燃料プールに貯蔵している新燃料の取扱い作業 

使用済燃料プールに貯蔵している新燃料は，その貯蔵期間が長期に及び，燃料

の表面にクラッドが付着している可能性があるため，加工事業者等への譲渡し

に当たっては，加工施設等の受入基準を満足するように,必要に応じて汚染の除

去を行う。汚染の除去を行う場合，燃料表面に付着している放射性物質の飛散等

の汚染の拡大防止措置を実施した上で，図１に示すとおり，気中において燃料集

合体１体ごとに燃料棒を引き抜き，燃料棒表面を除染，汚染検査を実施した後に，

汚染のない燃料部材を用いて再度燃料集合体の形状に戻し，外観検査，寸法検査

（燃料棒ピッチの間隙測定）を実施した上で，必要に応じて新燃料貯蔵庫（施設）

に一時的に貯蔵した後，加工施設等に搬出するために輸送容器に収納する。 

 新燃料を輸送容器に収納した後，外観検査，線量当量率検査等の発送前検査

を実施する。合わせて，車両運搬確認申請，取決めの締結確認申請等の法令に基

づく手続きを行い，加工施設等に搬出する。 
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3.  使用済燃料プールに貯蔵している新燃料の除染作業に係わる安全措置 

上述の燃料棒の引抜き，除染及び燃料集合体形状への再組立作業を実施する

場合は，燃料棒を安全に取り扱うために専用の作業台を使用するとともに，取り

扱う燃料集合体は１体ごととし，かつその１体分の燃料棒のみに限定すること

で臨界を防止する。 

 

3.1.  燃料棒の変形及び損傷の防止 

(1) 燃料棒の引抜き，除染及び燃料集合体形状への再組立作業では，燃料集合

体及び燃料棒は横置きの作業台上で取り扱う。また，作業台は，アンカー

ボルトで床に固定する。 

(2) 燃料集合体は，下部タイプレート及びスペーサ部分で作業台に固定する。 

(3) 引き抜いた燃料棒は，横置きの作業台で支持することで，落下しないよう

にする。 

(4) 作業台上の燃料棒移動経路には，燃料棒を変形させるおそれのある干渉

物を設置しない。 

(5) 燃料棒の引抜き，除染及び燃料集合体形状への再組立作業は，加工事業者

の燃料集合体組立解体工程の作業者として認定された者が実施する。 

 

3.2.  臨界の防止 

(1) 評価条件 

① 評価対象燃料 

９×９燃料（Ａ型），９×９燃料（Ｂ型） 

② 解析コード 

９×９燃料（Ａ型）：ＳＣＡＬＥ６．０（ＫＥＮＯ－Ｖ．ａ） 

          [核データライブラリ：ＥＮＤＦ／Ｂ-Ⅵ] 
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９×９燃料（Ｂ型）：ＳＣＡＬＥ５．１（ＫＥＮＯ－Ｖ．ａ） 

          [核データライブラリ：ＥＮＤＦ／Ｂ-Ⅴ] 

③ 図２に示す稠密となる三角格子配列で燃料棒 91 本のピッチ（中心間距

離）を変化させる。ここで，燃料棒本数は９×９（Ａ型）１体分の燃料

棒 74 本及び９×９（Ｂ型）１体分の燃料棒 72 本に比べて保守的な設

定となっている。 

④ 燃料棒の軸方向は無限長さとし，周辺には十分な厚さの水反射体を置

く。 

⑤ すべての燃料棒に一律濃縮度５％のペレットを封入することを仮定す

る。 

⑥ ペレット密度は，理論密度 100％とする。 

⑦ 中性子を吸収するガドリニアを考慮しない。 

 

(2) 評価結果 

９×９燃料（Ａ型）の燃料棒ピッチを変化させた場合の未臨界性評価結果を図

３に，９×９燃料（Ｂ型）燃料棒ピッチを変化させた場合の未臨界性評価結果を

図４に示す。ここで, 実効増倍率はモンテカルロ計算に伴う統計誤差を考慮し

標準偏差の３倍の値を加えている。実効増倍率の最大値は９×９燃料（Ａ型）の

場合 0.931，９×９燃料（Ｂ型）の場合 0.930 であり，万一水没したとしても臨

界に達するおそれはない。 

 

以上 
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図１ 使用済燃料プール内新燃料の取扱い作業 

  

使用済燃料プール内の新燃料 

チャンネル着脱機への移動 

チャンネルファスナ，チャンネルボックスの取外し 

気中への吊上げ 

作業台へ移動，固定 

燃料棒の引抜き 

燃料棒の除染 

燃料棒番号の確認 

燃料部材への燃料棒の挿入（再組立て） 

新燃料貯蔵庫（施設）に貯蔵 

輸送容器に収納し搬出 

【燃料棒の汚染検査，外観検査】 

【燃料集合体の外観検査， 

寸法検査（燃料棒ピッチ），汚染検査】 
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図２ 三角格子配列 

  

燃料棒ピッチ 
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図３ 燃料棒ピッチ変化時の未臨界性評価結果（９×９燃料（Ａ型）） 

 

 

図４ 燃料棒ピッチ変化時の未臨界性評価結果（９×９燃料（Ｂ型）） 
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1. 解体工事準備期間における放射性固体廃棄物の管理 

解体工事準備期間に発生すると予測している放射性固体廃棄物のうち，固化

体と雑固体廃棄物は固体廃棄物貯蔵庫に貯蔵保管することとしている。 

また，使用済樹脂は原子炉冷却材浄化系沈降分離槽，復水浄化系沈降分離槽，

又は使用済樹脂槽（以下「各槽」という。）に，濃縮廃液は濃縮廃液タンク又は

濃縮洗濯廃液タンク（以下「各タンク」という。）に貯蔵保管することとしてい

る。 

 

2. 固体廃棄物貯蔵庫における管理 

2.1. 固体廃棄物貯蔵庫の保管容量 

固体廃棄物貯蔵庫は，200Ｌドラム缶 32,000 本相当を貯蔵保管する能力があ

る。 

令和２年３月末時点での貯蔵保管量は 21,795 本であり，約 10,200 本の空き

容量を有している。 

 

2.2. 解体工事準備期間における推定発生量 

解体工事準備期間中に廃止措置対象施設から発生する放射性固体廃棄物の種

類としては，除染，施設の維持管理等により発生する使用済樹脂及び雑固体廃棄

物等の原子炉運転中と同様な廃棄物が想定される。 

原子炉停止中の平成 24 年度～平成 30 年度（７年間）における，１号，２号，

３号及び４号炉からの放射性固体廃棄物発生量と減少量（焼却等による減容に

よる減少量）の年間平均は第１表に示すとおりである。 

解体工事準備期間における放射性固体廃棄物の推定発生量は，第２表に示す

とおり，１号，２号，３号及び４号炉合計で約 7,100 本（年間約 710 本）と想定

している。 
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解体工事準備期間では放射性物質によって汚染された区域の解体工事を行わ

ず，原子炉運転中の施設定期検査時と同等の状態が継続すること，原子炉運転中

と同様に発生量に応じて計画的に廃棄物低減を図っていくことから，１号，２号，

３号及び４号炉から発生する放射性固体廃棄物は固体廃棄物貯蔵庫に保管可能

であると考えている。 

 

3. 各槽及び各タンクにおける管理 

3.1. 各槽及び各タンクの貯蔵容量 

各槽及び各タンクの貯蔵容量及び貯蔵量は第３表のとおりであり，各槽及び

各タンクとも空き容量には余裕がある。 

 

3.2. 解体工事準備期間における推定発生量 

解体工事準備期間の 10 年間において，廃止措置対象施設から発生する使用済

樹脂は，第４表に示すとおり，１号，２号，３号及び４号炉合計で約 120 m3と

想定している。 

これらの廃棄物は固化処理を行うことにより，各槽及び各タンクの空き容量

を確保することができるため，第３表に示す各槽及び各タンクの貯蔵容量を超

過しないように管理することが可能であると考えている。 
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第１表 平成 24 年度～平成 30 年度（７年間）の 

放射性固体廃棄物の発生量及び減少量 

（単位：本※１） 

種 類 固化体 雑固体廃棄物 

発生量 101 4,816 

減少量 ０ ▲794 

 発電所内減量 ０ ▲794 

 発電所外減量 ０ ０ 

合 計 101 4,022 

年間平均（本※1／年） 約 15※２ 約 575※２ 

※１：200Ｌドラム缶相当。１号，２号，３号及び４号炉合算値を示す。 

※２：１本単位で切り上げた値。 

 

第２表 解体工事準備期間における放射性固体廃棄物の推定発生量 

（単位：本※１／10 年） 

種 類 １号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 

固化体 約 37 約 37 約 37 約 37 

雑固体廃棄物 約 1,720 約 1,720 約 1,720 約 1,720 

合 計 約 7,100※２ 

※１：200Ｌドラム缶相当。 

※２：100 本単位で切り上げた値。 
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第３表 各槽及び各タンクの貯蔵容量及び貯蔵量 

 貯蔵・保管場所 種 類 貯蔵量※ 貯蔵容量 

１号及び 

２号炉 

廃棄物 

処理建屋 

復水浄化系沈降分離

槽 
使用済樹脂 約2,353 m3 

約4,800 m3 

(約800 m3/基×６基) 

原子炉冷却材浄化系

沈降分離槽 
使用済樹脂 約152 m3 

約800 m3 

(約200 m3/基×４基) 

使用済樹脂槽 使用済樹脂 約787 m3 
約1,200 m3 

(約300 m3/基×４基) 

濃縮廃液タンク 濃縮廃液 約138 m3 
約180 m3 

(約60 m3/基×３基) 

濃縮洗濯廃液タンク 濃縮廃液 約37 m3 
約80 m3 

(約40 m3/基×２基) 

３号及び 

４号炉 

廃棄物 

処理建屋 

復水浄化系沈降分離

槽 
使用済樹脂 約1,483 m3 

約2920 m3 

(約730 m3/基×４基) 

原子炉冷却材浄化系

沈降分離槽 
使用済樹脂 約124 m3 

約740 m3 

(約370 m3/基×２基) 

使用済樹脂槽 使用済樹脂 約384 m3 
約800 m3 

(約400 m3/基×２基) 

濃縮廃液タンク 濃縮廃液 約129 m3 
約150 m3 

(約50 m3/基×３基) 

※：令和２年３月末時点での貯蔵量を示す。 

 

第４表 解体工事準備期間における使用済樹脂の推定発生量 

（単位：m3／10 年） 

種 類 １号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 

使用済樹脂 約 30 約 30 約 30 約 30 

合 計 約 120 

 

以上 
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1. 解体工事準備期間における放射線業務従事者の被ばく線量 

解体工事準備期間に実施する主な作業における放射線業務従事者の被ばく線

量について，過去の同種作業や原子炉停止以降の実績等を踏まえ，以下の考えに

基づき算定する。 

 

1.1. 原子炉建屋（家）内核燃料物質貯蔵設備からの核燃料物質の搬出 

１号，２号，３号及び４号炉に貯蔵している核燃料物質は，原子炉本体等解体

撤去期間の開始まで（22 年間）に，原子炉建屋（家）原子炉棟内の使用済燃料

貯蔵設備（使用済燃料プール）から搬出することを計画している。 

搬出対象を使用済燃料と新燃料とに分類し，また，本評価においては解体工事

準備期間中（10 年間）にすべての核燃料物質を搬出することを想定し，被ばく

線量を算定する。 

(1) 使用済燃料の搬出 

１号，２号，３号及び４号炉に貯蔵している使用済燃料の全数を，原子

炉本体等解体撤去期間の開始までに搬出することを計画している。 

解体工事準備期間に実施する使用済燃料の搬出は，原子炉運転中に実施

してきた使用済燃料の搬出作業と同等であることから，至近の使用済燃料

の搬出作業で輸送した燃料集合体の数量と放射線業務従事者の被ばく実

績を踏まえ，被ばく線量を算定する。 

(2) 新燃料の搬出 

１号，２号，３号及び４号炉に貯蔵している新燃料の全数を，原子炉本

体等解体撤去期間の開始までに搬出することを計画している。 

解体工事準備期間に実施する新燃料の搬出は，原子炉運転中に実施して

きた新燃料の搬入作業と同等であることから，至近の新燃料の搬入作業で

輸送した燃料集合体の数量と放射線業務従事者の被ばく実績を踏まえ，被
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ばく線量を算定する。 

また，新燃料は，すべて１号，２号，３号及び４号炉原子炉建屋（家）

原子炉棟内の使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）に貯蔵されている

ことから，搬出に先立ち，必要に応じて除染等作業（気中での燃料棒の引

抜き，除染及び燃料集合体形状への再組み立て）を実施する。この作業に

要する想定作業員数及び想定作業期間，作業場所の代表雰囲気線量当量率

を踏まえ，被ばく線量を算定する。 

 

1.2. 汚染状況の調査 

１号，２号，３号及び４号炉に残存する放射性物質の量を把握するため，放射

化汚染及び二次的な汚染の状況調査を実施する。 

解体工事準備期間に実施する汚染状況の調査は，主に設備，機器及び配管外部

からγ線等の測定を実施することを想定しているため，管理区域内の線量当量

率，汚染状況の調査に要する想定作業員数及び想定作業期間を踏まえ，被ばく線

量を算定する。 

 

1.3. 管理区域外設備の解体撤去 

解体工事準備期間に実施する解体撤去工事は，管理区域外の汚染のない設備・

機器が対象となることから，被ばく線量はないと評価する。 

 

1.4. 原子炉施設の維持管理 

解体工事準備期間の原子炉施設の維持管理は，原子炉停止中の保全活動と同

等であるため，過去の保全活動における放射線業務従事者の被ばく実績及び解

体工事準備期間の年数（10 年間）を踏まえ，被ばく線量を算定する。 
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1.5. 核燃料物質による汚染の除去 

解体工事準備期間に実施する汚染の除去は，二次的な汚染が残存しているこ

とが確認され，対象の解体前に除染を行うことにより，解体撤去等における放射

線業務従事者の受ける被ばく線量の合理的な低減が期待できる箇所を対象に実

施する。 

一方で，１号，２号，３号及び４号炉は原子炉の運転を停止してから長期間が

経過していること，また，放射能レベルの比較的高い原子炉容器及び原子炉容器

を取り囲む放射線遮蔽体を含む領域は，残存放射能の時間的減衰を図るため，安

全貯蔵を行うこととしているほか，解体工事準備期間に実施する汚染の除去は，

配管系統全体を薬液で洗浄するような大規模な除染を行わず，解体施設・設備の

局所的な除染を行う計画であり，原子炉運転中の保全活動（設備の維持管理・点

検等により発生する除染行為）に伴う被ばく線量の範囲内での除染工事が実施

できると想定している。したがって，汚染の除去における被ばく線量は，「1.4．

の原子炉施設の維持管理」に含まれると評価する。 

 

 

1.6. 放射性廃棄物の処理処分 

解体工事準備期間に発生する放射性廃棄物は，原子炉停止中と同様と想定さ

れるため，放射性廃棄物の処理処分における被ばく線量は，「1.4．の原子炉施設

の維持管理」に含まれると評価する。 

 

2. 解体工事準備期間における放射線業務従事者の総被ばく線量の算定結

果 

1．の条件により，１号，２号，３号及び４号炉の解体工事準備期間における

放射線業務従事者の被ばく線量を算定した結果を，それぞれ第１，第２，第３及

25/181



 

- 4 - 

び第４表に示す。 

１号，２号，３号及び４号炉の解体工事準備期間（10 年間）の作業における

放射線業務従事者の総被ばく線量は，それぞれ約 0.7 人・Sv（10 年間の合計）

となる。 

 

3. 原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降における放射線業務従事者の

被ばく線量 

原子炉本体周辺設備等解体撤去期間以降については，解体工事準備期間に実

施する汚染状況の調査結果，解体撤去の工法及び手順についての検討結果を踏

まえ，原子炉本体周辺設備等解体撤去期間に入るまでに評価を実施し，廃止措置

計画に反映し変更の認可を受ける。 
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第１表 解体工事準備期間における放射線業務従事者の被ばく線量（１号炉） 

作 業 算定方法 
被ばく線量 
（人・Sv） 

原子炉建家
内核燃料物
質貯蔵設備
からの核燃
料物質の搬
出 

使用済
燃料 

① 過去の同種作業被ばく実績：0.14 人・mSv 
（114 体輸送した際の実績） 

② 使用済燃料体数：2,334 体 
0.14 人・mSv÷114 体×2,334 体≒2.87 人・mSv 

算定結果： 2.87 人・mSv 

約 0.01 

新燃料 

【使用済燃料貯蔵設備からの搬出】 
① 過去の同種作業被ばく実績：0.63 人・mSv 

（156 体輸送した際の実績） 
② 新燃料体数：200 体 
0.63 人・mSv÷156 体×200 体≒0.81 人・mSv 

算定結果： 0.81 人・mSv 
 
【新燃料の除染等作業】 
① １日当たりの想定被ばく線量：0.003mSv／日 
② 想定作業者数：22 人 
③ 想定作業期間：200 日 

（１日当たり１体の取扱いを想定） 
0.003mSv／日×22 人×200 日＝13.20 人・mSv 

算定結果： 13.20 人・mSv 

約 0.02 

汚染状況の調査 

① １日当たりの想定被ばく線量：0.1mSv／日 
② 想定作業者数：５人 
③ 想定作業期間：２年（240 日／年） 
0.1mSv／日×５人×２年×240 日／年＝240 人・mSv 

算定結果： 240 人・mSv 

約 0.24 

原子炉施設の維持管
理等 

① １年当たりの想定被ばく線量：35.79 人・mSv／年 
（過去５年間での被ばく実績の平均値） 

② 解体工事準備期間：10 年 
35.79 人・mSv／年×10 年＝357.9 人・mSv 

算定結果： 357.9 人・mSv 

約 0.36 

合計※1（10 年間） 約 0.7 

【参考】福島第二原子力発電所の停止前の 10 年間の合計被ばく線量※2（平成
13 年度～平成 22 年度） 

約 13 

※１：端数処理のため合計値が一致しないことがある。 
※２：１号，２号，３号及び４号炉合算の平均値を示す。 
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第２表 解体工事準備期間における放射線業務従事者の被ばく線量（２号炉） 

作 業 算定方法 
被ばく線量 
（人・Sv） 

原子炉建屋
内核燃料物
質貯蔵設備
からの核燃
料物質の搬
出 

使用済
燃料 

① 過去の同種作業被ばく実績：0.14 人・mSv 
（114 体輸送した際の実績） 

② 使用済燃料体数：2,402 体 
（４号炉から移送された 31 体を含む体数） 

0.14 人・mSv÷114 体×2,402 体≒2.95 人・mSv 
算定結果： 2.95 人・mSv 

約 0.01 

新燃料 

【使用済燃料貯蔵設備からの搬出】 
① 過去の同種作業被ばく実績：0.63 人・mSv 

（156 体輸送した際の実績） 
② 新燃料体数：80 体 
0.63 人・mSv÷156 体×80 体≒0.32 人・mSv 

算定結果： 0.32 人・mSv 
 
【新燃料の除染等作業】 
① １日当たりの想定被ばく線量：0.003mSv／日 
② 想定作業者数：22 人 
③ 想定作業期間：80 日 

（１日当たり１体の取扱いを想定） 
0.003mSv／日×22 人×80 日＝5.28 人・mSv 

算定結果： 5.28 人・mSv 

約 0.01 

汚染状況の調査 

① １日当たりの想定被ばく線量：0.1mSv／日 
② 想定作業者数：５人 
③ 想定作業期間：２年（240 日／年） 
0.1mSv／日×５人×２年×240 日／年＝240 人・mSv 

算定結果： 240 人・mSv 

約 0.24 

原子炉施設の維持管
理等 

① １年当たりの想定被ばく線量：35.79 人・mSv／年 
（過去５年間での被ばく実績の平均値） 

② 解体工事準備期間：10 年 
35.79 人・mSv／年×10 年＝357.9 人・mSv 

算定結果： 357.9 人・mSv 

約 0.36 

合計※1（10 年間） 約 0.7 

【参考】福島第二原子力発電所の停止前の 10 年間の合計被ばく線量※2（平成
13 年度～平成 22 年度） 

約 13 

※１：端数処理のため合計値が一致しないことがある。 
※２：１号，２号，３号及び４号炉合算の平均値を示す。 
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第３表 解体工事準備期間における放射線業務従事者の被ばく線量（３号炉） 

作 業 算定方法 
被ばく線量 
（人・Sv） 

原子炉建屋
内核燃料物
質貯蔵設備
からの核燃
料物質の搬
出 

使用済
燃料 

① 過去の同種作業被ばく実績：0.14 人・mSv 
（114 体輸送した際の実績） 

② 使用済燃料体数：2,360 体 
0.14 人・mSv÷114 体×2,360 体≒2.90 人・mSv 

算定結果： 2.90 人・mSv 

約 0.01 

新燃料 

【使用済燃料貯蔵設備からの搬出】 
① 過去の同種作業被ばく実績：0.63 人・mSv 

（156 体輸送した際の実績） 
② 新燃料体数：184 体 
0.63 人・mSv÷156 体×184 体≒0.74 人・mSv 

算定結果： 0.74 人・mSv 
 
【新燃料の除染等作業】 
① １日当たりの想定被ばく線量：0.006mSv／日 
② 想定作業者数：22 人 
③ 想定作業期間：184 日 

（１日当たり１体の取扱いを想定） 
0.006mSv／日×22 人×184 日≒24.29 人・mSv 

算定結果： 24.29 人・mSv 

約 0.03 

汚染状況の調査 

① １日当たりの想定被ばく線量：0.1mSv／日 
② 想定作業者数：５人 
③ 想定作業期間：２年（240 日／年） 
0.1mSv／日×５人×２年×240 日／年＝240 人・mSv 

算定結果： 240 人・mSv 

約 0.24 

原子炉施設の維持管
理等 

① １年当たりの想定被ばく線量：35.79 人・mSv／年 
（過去５年間での被ばく実績の平均値） 

② 解体工事準備期間：10 年 
35.79 人・mSv／年×10 年＝357.9 人・mSv 

算定結果： 357.9 人・mSv 

約 0.36 

合計※1（10 年間） 約 0.7 

【参考】福島第二原子力発電所の停止前の 10 年間の合計被ばく線量※2（平成
13 年度～平成 22 年度） 

約 13 

※１：端数処理のため合計値が一致しないことがある。 
※２：１号，２号，３号及び４号炉合算の平均値を示す。 
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第４表 解体工事準備期間における放射線業務従事者の被ばく線量（４号炉） 

作 業 算定方法 
被ばく線量 
（人・Sv） 

原子炉建屋
内核燃料物
質貯蔵設備
からの核燃
料物質の搬
出 

使用済
燃料 

① 過去の同種作業被ばく実績：0.14 人・mSv 
（114 体輸送した際の実績） 

② 使用済燃料体数：2,436 体 
0.14 人・mSv÷114 体×2,436 体≒2.99 人・mSv 

算定結果： 2.99 人・mSv 

約 0.01 

新燃料 

【使用済燃料貯蔵設備からの搬出】 
① 過去の同種作業被ばく実績：0.63 人・mSv 

（156 体輸送した際の実績） 
② 新燃料体数：80 体 
0.63 人・mSv÷156 体×80 体≒0.32 人・mSv 

算定結果： 0.32 人・mSv 
 
【新燃料の除染等作業】 
① １日当たりの想定被ばく線量：0.006mSv／日 
② 想定作業者数：22 人 
③ 想定作業期間：80 日 

（１日当たり１体の取扱いを想定） 
0.006mSv／日×22 人×80 日＝10.56 人・mSv 

算定結果： 10.56 人・mSv 

約 0.02 

汚染状況の調査 

① １日当たりの想定被ばく線量：0.1mSv／日 
② 想定作業者数：５人 
③ 想定作業期間：２年（240 日／年） 
0.1mSv／日×５人×２年×240 日／年＝240 人・mSv 

算定結果： 240 人・mSv 

約 0.24 

原子炉施設の維持管
理等 

① １年当たりの想定被ばく線量：35.79 人・mSv／年 
（過去５年間での被ばく実績の平均値） 

② 解体工事準備期間：10 年 
35.79 人・mSv／年×10 年＝357.9 人・mSv 

算定結果： 357.9 人・mSv 

約 0.36 

合計※1（10 年間） 約 0.7 

【参考】福島第二原子力発電所の停止前の 10 年間の合計被ばく線量※2（平成
13 年度～平成 22 年度） 

約 13 

※１：端数処理のため合計値が一致しないことがある。 
※２：１号，２号，３号及び４号炉合算の平均値を示す。 

以上 
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1. 既往の評価結果 

昭和 60 年 10 月，サイトバンカ，使用済燃料輸送容器（以下「キャスク」とい

う。）保管建屋の設置等に伴う原子炉設置変更許可申請において，直接線及びス

カイシャイン線の線量を評価し，既設の建物を含めた人の居住する可能性のあ

る敷地境界外における線量が，原子炉安全基準専門部会報告書「発電用軽水型原

子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」に示される年間 50

μGy 以下であることを確認している。 

評価地点を第１図，評価結果を第１表（原子炉運転中）に示す。 

なお，上記の線量評価においては，１号，２号，３号及び４号炉が稼働してい

るものとして評価している。 

 

2. １号，２号，３号及び４号炉の廃止措置段階における評価 

１号，２号，３号及び４号炉の解体工事準備期間における施設の状態は,廃止

措置計画認可申請書に記載のとおり，「解体工事準備期間中は，１号，２号，３

号及び４号炉内において放射性物質によって汚染された区域の解体工事を行わ

ず原子炉運転中の施設定期検査時と同等の状態が継続する。また，既存の建物及

び構築物等を維持する。１号，２号，３号及び４号炉運転中の直接線及びスカイ

シャイン線に主に寄与するタービン建屋（家）からの線量は，主蒸気中に含まれ

る窒素（N-16）を線源としている。１号，２号，３号及び４号炉は，運転を停止

してから長期間が経過していること，窒素（N-16）の半減期は約７秒であること

から，タービン建屋（家）からの線量は無視できる」としている。また，放射性

固体廃棄物の取扱いについては，「固体廃棄物貯蔵庫等の貯蔵容量を超えないよ

うに貯蔵保管するとともに，安全確保のために必要な機能及び性能を維持する」

としている。 
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したがって，１号，２号，３号及び４号炉の解体工事準備期間中の評価につい

ては，廃止措置に伴い新たに線源となる施設はなく，１号，２号，３号及び４号

炉の運転がないことから，第１表(原子炉運転中)の「タービン建屋（家）」から

の線量を差し引くこととなるが，１号，２号，３号及び４号炉タービン建屋（家）

を除いた場合，固体廃棄物貯蔵庫からの線量の寄与分が大きくなるため，敷地境

界線量の最大地点は固体廃棄物貯蔵庫から敷地境界までの距離が最短となる地

点に変更となる。（第１図） 

固体廃棄物貯蔵庫からの直接線及びスカイシャイン線による線量については，

工事計画認可申請書において，固体廃棄物貯蔵庫より約 250m 地点で約 12μGy/y

と評価している。ただし，平成 21 年２月，敷地面積の一部縮小による原子炉設

置変更許可申請において，固体廃棄物貯蔵庫から敷地境界までの距離が約 200m

に変更となったことから，固体廃棄物貯蔵庫からの直接線及びスカイシャイン

線による線量評価を改めて実施している。なお，直接線の評価では，敷地境界か

ら固体廃棄物貯蔵庫を視認できる範囲が部分的であることを考慮して，線源形

状のモデル化を実施している。 

 

2.1. 固体廃棄物貯蔵庫の直接線及びスカイシャイン線評価結果 

2.1.1. 評価条件 

 評価条件は，工事計画認可申請書に記載の評価と基本的に同じであるが，直接

線評価における線源形状，評価地点までの距離等について一部見直しを行って

いる。 

(1) 壁厚，天井厚 50cm のコンクリート（密度 2.15g/cm3）とする。（工事計画認

可申請書記載評価と同条件） 

(2) 収容ドラム缶はすべてセメント固化体（密度 2.0g/cm3）とし，線源強度は Co-

60 換算値で 25mCi/ドラムとする。（工事計画認可申請書記載評価と同条件） 
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(3) ガンマ線エネルギは 1.17MeV，1.33MeV とする。 

(4) 線源形状は，直接線の評価では敷地境界から視認できる範囲の直方体とし，

北面と西面でそれぞれ最大となる線源範囲を計算に使用した。スカイシャイ

ン線の評価では地上階における建屋内ドラム缶収容全スペース分の直方体

とする。ただし，建屋内を仕切るＲＣ壁部分については，空気としてモデル

化する。線源モデルについて第２図に示す。 

直接線評価   ：幅約 8.0m，奥行約 16.0m，高さ約 3.2m 

スカイシャイン線評価   ：幅約 112.5m，奥行約 27.6m，高さ約 3.2m 

(5) 評価地点は固体廃棄物貯蔵庫から約 200m 地点の敷地境界とする。 

なお，評価地点の標高は固体廃棄物貯蔵庫よりも低い位置関係であることか

ら，保守的な計算結果となるように，標高差を考慮していない。 

 

2.1.2. 評価方法 

直接線については三次元点減衰核積分コード（QAD-CGGP2R），スカイシャイン

線については一次元 SN法輸送計算コード（ANISN）及び一回散乱ガンマ線計算コ

ード（G33-GP2R）を用いて，評価地点における線量を評価する。 

 

2.1.3. 評価結果 

固体廃棄物貯蔵庫からの直接線及びスカイシャイン線による線量は 32.3μ

Gy/y（直接線 9.7μGy/y，スカイシャイン線 22.6μGy/y）となり，解体工事準備

期間中のサイト合計値は既往の評価結果のサイトバンカ建屋及びキャスク保管

建屋と合計して 34.0μGy/y と評価される。この結果から，「発電用軽水型原子

炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」に示される年間 50μ

Gy 以下であることが確認できる。 

なお，サイトバンカ建屋及びキャスク保管建屋からの直接線及びスカイシャ
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イン線による線量については，原子炉運転中の評価地点までの距離よりも解体

工事準備期間中の評価地点までの距離の方が長くなること及び原子炉運転中の

評価地点での線量が十分に低いことから，原子炉運転中の評価地点における評

価結果を用いている。 
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第１図 線量評価地点 
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第２図 直接線及びスカイシャイン線評価の線源モデル 
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注）建屋内を仕切るＲＣ壁については，計算上空気としてモデル化した。 
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第１表 直接線及びスカイシャイン線による線量 

単位：μGy/y 

 原子炉運転中 解体工事準備期間中 

タービン建屋（家） 

１号炉 0.9 － 

２号炉 2.2 － 

３号炉 11.4 － 

４号炉 22.0 － 

サイトバンカ建屋 0.1 0.1※２ 

キャスク保管建屋 1.6 1.6※２ 

固体廃棄物貯蔵庫 －※１ 32.3 

合  計 38.2 34.0 

判断基準 50 50 

※１ 固体廃棄物貯蔵庫からの直接線及びスカイシャイン線による線量につい

ては，評価地点までの距離，地形影響により十分に低い値となるため，考

慮していない。 

※２ サイトバンカ建屋及びキャスク保管建屋の直接線及びスカイシャイン線

による線量については，原子炉運転中の評価地点までの距離よりも解体工

事準備期間中の評価地点までの距離の方が長くなること及び原子炉運転

中の評価地点で得られた値が十分に低いことから，原子炉運転中の評価地

点における評価結果を用いている。  
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線
源
モ
デ
ル
イ
メ
ー
ジ
 

線
源
体
積

：
約

3,
4
00
m
3  

線
源
体
積

：
約

9,
5
00
m
3  

固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
内
部
の

R
C
壁

を
空
気
と
し
て
モ
デ
ル
化
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別
紙
２
 
ド
ラ
ム
缶
間
隔
に
よ
る
影
響

 

 

評
価
点
か
ら
見
て
，
後
列
に
並
ぶ
ド
ラ
ム
缶
に
よ
る
影
響
は
，
評
価
対
象
が
ガ
ン
マ
線
で
あ
る
こ
と
か
ら
後
列
の
ド
ラ
ム
缶
の
視
認
範
囲

に
依
存
す
る
。
こ
の
視
認
範
囲
は
本
評
価
で
使
用
し
た
線
源
モ
デ
ル
の
視
認
範
囲
に
内
包
さ
れ
る
。
 

一
方
で
，
ド
ラ
ム
缶
を
個
別
に
モ
デ
ル
化
し
た
場
合
，
ド
ラ
ム
缶
表
面
で
散
乱
し
た
後
列
ド
ラ
ム
缶
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
影
響
が
少
な
か

ら
ず
存
在
す
る
が
，
評
価
線
質
が
直
進
性
の
高
い
ガ
ン
マ
線
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
視
認
範
囲
外
か
ら
の
ガ
ン
マ
線
の
影
響
は
前
列
の
ド
ラ
ム

缶
に
よ
り
遮
へ
い
さ
れ
る
た
め
小
さ
く
，
線
源
強
度
設
定
の
保
守
性
に
内
包
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

         
評
価
点
 

【
上
か
ら
見
た
場
合
】
 

【
鳥
瞰
図
】
 

【
評
価
地
点
か
ら
見
た
場
合
】
 

（
ド
ラ
ム
缶
の
視
認
範
囲
は
線
源
モ
デ
ル
の
視
認
範
囲
に
内
包
さ
れ
る
）
 

 

散
乱
線
 

直
接
線
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別
紙
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【
参
考
】
感
度
解
析
の
結
果

 

 

固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
外
壁
表
面
（
管
理
区
域
境
界
）
で
の
３
ヶ
月
集
積
線
量
当
量
測
定
記
録
の
実
測
値
（
ケ
ー
ス
①
）
に
対
し
て
，
線
源

強
度
の
み
変
化
さ
せ
た
以
下
に
示
す
ケ
ー
ス
②
と
ケ
ー
ス
③
で
外
壁
表
面
に
お
け
る
３
ヶ
月
集
積
線
量
を
算
出
し
，
ケ
ー
ス
①
と
の
保
守
性

に
つ
い
て
比
較
し
た
。
 

ケ
ー
ス
①
と
比
較
し
て
，
ケ
ー
ス
②
で
は
約
３
倍
，
ケ
ー
ス
③
で
は
約

2
0
倍
の
保
守
性
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
 

 
ケ
ー
ス
①
 

（
外
壁

表
面
で
の
実
測
線
量
）
 

ケ
ー
ス
②
 

ケ
ー
ス
③
 

（
廃
止
措
置
計
画
評
価
条
件
）
 

線
源
強
度
 

－
 

固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
１
階
フ

ロ
ア
内
に

貯
蔵
さ
れ
て
い
る
ド
ラ
ム
缶

の
表
面
線

量
当
量
率
の
最
大
値
：
0
.
2
5
m
S
v
/
h
※

２
 

（
7
.
5
2
×
1
0
2
 
B
q
/
c
m
3
）
 

工
認
条
件
：
2
5
m
C
i
/
ド
ラ
ム
 

（
4
.
6
3
×
1
0
3
 
B
q
/
c
m
3
）

 

外
壁
表

面
に
お
け
る

3

ヶ
月

集
積
線
量
 

（
5
0
0
時

間
換
算
値
）
 

約
1
.
1
×
1
0
-
1
m
S
v
※
１
 

約
3
.
8
×
1
0
-
1
m
S
v
 

約
2
.
3
×
1
0
0
m
S
v
 

ケ
ー

ス
①
と
の
比
 

－
 

約
３
倍
 

約
2
0
倍
 

ケ
ー

ス
②
と
の
比
 

－
 

－
 

約
６
倍
 

※
１
：
2
0
19

年
12

月
時
点
の
測
定
実
績
：
「
福
島
第
二
原
子
力
発
電
所
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
管
理
区
域
境
界

3 
ヶ
月
集
積
線
量
当
量
測
定
記
録
」
 

※
２
：
2
0
19

年
12

月
3
1
日
ま
で
の
時
間
減
衰
を
考
慮
し
た
ド
ラ
ム
缶
表
面
最
大
線
量
当
量
率
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参
考
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1. はじめに 

原子炉設置許可申請書では，福島第二原子力発電所内で観測した昭和 57 年１

月から昭和 57 年 12 月までの１年間の気象データを安全解析に用いることとし

ている。安全解析を実施する上で，この１年間の気象状態が長期間の気象状態を

代表しているかどうかを至近10年間の気象データを用いて異常年検定を実施し

たところ，棄却数が多いことから，長期間の気象状態を代表するとは言い難く，

安全解析に用いる気象条件の見直しが必要である。 

このため，廃止措置計画認可申請書における安全解析に用いる気象データに

ついては，敷地内において観測した平成 30 年４月から平成 31 年３月までの１

年間の気象データを使用しており，この１年間の気象状態が長期間の気象状態

を代表しているかどうかの検討を行った。 

 

2. 気象データの代表性の検討 

2.1.  検定方法 

 風向出現頻度及び風速出現頻度について，敷地内Ｂ点の標高 150m における 10

年間（平成 20 年４月～平成 30 年３月）及び敷地内Ａ点の標高 57m における 10

年間（平成 20 年４月～平成 30 年３月）の資料により検定を行った。検定法は，

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従った。 

 ○ 検定に用いた観測記録 

 敷地内Ｂ点（第１図） （標高 150m，地上高 127m）（排気筒高風） 

 敷地内Ａ点（第１図） （標高 57m，地上高 10m）（地上風） 

○ 気象資料の統計期間 

統計年：平成 20 年４月～平成 30 年３月 

 検定年：平成 30 年４月～平成 31 年３月 
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2.2.  検定結果 

平成 30 年度気象データの検定結果を第１表及び第２表に示す。また，棄却検

定表を第３表～第６表に示す。 

排気筒高風の検定結果において，有意水準５％で棄却された項目は１項目で

あることから，検定年が長期間の気象状態を代表していると判断した。 

 なお，気象データの代表性が失われていると判断した昭和 57 年の検定結果

については，「別紙１ 昭和 57 年気象データの検定結果について」に示すとお

りである。 

 

第１表 異常年検定結果（排気筒高風） 

 

第２表 異常年検定結果（地上風） 

検定年 観測項目 棄却項目 検定結果 

平成 30 年度 
風向 １項目棄却 

良 
風速 ０項目棄却 

検定年 観測項目 棄却項目 検定結果 

平成 30 年度 
風向 ０項目棄却 

良 
風速 ０項目棄却 
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第
３
表
 
棄
却
検
定
表
（
風
向
）
（
平
成

3
0
年
度
）
 

検
定
年
：

敷
地
内

Ｂ
点
（

標
高
1
5
0
m，

地
上
高

12
7
m）

平
成
3
0年

４
月
～

平
成

31
年
３
月
 

統
計
年
：

敷
地
内

Ｂ
点
（

標
高
1
5
0
m，

地
上
高

12
7
m）

平
成
2
0年

４
月
～

平
成

30
年
３
月
 

測
定
器
：

ド
ッ
プ

ラ
ー
ソ

ー
ダ
（

Ｂ
点
，

平
成

18
年
1
0月

以
降
）
 

（
％
）
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第
４
表
 
棄
却
検
定
表
（
風
速
）
（
平
成

3
0
年
度
）
 

検
定
年
：

敷
地
内

Ｂ
点
（

標
高
1
5
0
m，

地
上
高

12
7
m）

平
成
3
0年

４
月
～

平
成

31
年
３
月
 

統
計
年
：

敷
地
内

Ｂ
点
（

標
高
1
5
0
m，

地
上
高

12
7
m）

平
成
2
0年

４
月
～

平
成

30
年
３
月
 

測
定
器
：

ド
ッ
プ

ラ
ー
ソ

ー
ダ
（

Ｂ
点
，

平
成

18
年
1
0月

以
降
）
 

（
％
）
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第
５
表
 
棄
却
検
定
表
（
風
向
）
（
平
成

3
0
年
度
）
 

検
定
年
：

敷
地
内

Ａ
点
（

標
高
5
7
m，

地
上

高
1
0m

）
平

成
3
0年

４
月

～
平

成
3
1年

３
月

 

統
計
年
：

敷
地
内

Ａ
点
（

標
高
5
7
m，

地
上

高
1
0m

）
平

成
2
0年

４
月

～
平

成
3
0年

３
月

 

測
定
器

：
超

音
波

型
風

向
風

速
計

（
Ａ

点
，
平

成
1
1年

６
月

以
降

）
 

（
％

）
 

                  
 

検
定
年

平
成
3
0年

度
上
限

下
限

N
12
.2
7

13
.1
2

10
.
59

1
2.
30

1
2.
59

1
3
.4
4

11
.4
1

13
.3
1

12
.
20

1
1.
37

12
.
26

10
.6
4

14
.4
5

10
.
07

○

N
NE

2
.5
6

2
.9
2

2
.
82

2.
83

3.
67

4
.2
1

4
.5
3

4
.8
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6
.
53

6.
01

4
.
09

5
.6
1

7
.4
0

0
.
78

○

N
E
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.
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1.
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40
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.4
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.6
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.
01

2.
23

1
.
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2
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0
.
95

○

E
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.7
8

2
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03
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66
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.0
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06
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 第１図 気象観測地点 
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別紙１ 昭和 57 年気象データの検定結果について 

 

1. 検定方法 

 昭和 57 年における観測点での風向出現頻度及び風速出現頻度について，標高

150m における 10 年間（平成 21 年４月～平成 31 年３月）の資料により検定を行

った。検定法は，不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従った。 

○ 検定に用いた観測記録 

 敷地内Ａ点（第１図） （標高 150m，地上高 103m）（排気筒高風） 

敷地内Ｂ点（第１図） （標高 150m，地上高 127m）（排気筒高風） 

敷地内Ａ点（第１図） （標高 57m，地上高 10m）（地上風） 

○ 気象資料の統計期間 

  統計年：平成 21 年４月～平成 31 年３月 

 検定年：昭和 57 年１月～昭和 57 年 12 月 

 

2.   検定結果 

検定結果を第１表及び第２表に示す。また，棄却検定表を第３表～第６表に示

す。 

 

第１表 異常年検定結果（排気筒高風） 

 

第２表 異常年検定結果（地上風） 

検定年 観測項目 棄却項目 検定結果 

昭和 57 年 
風向 ７項目棄却 

否 
風速 ３項目棄却 

検定年 観測項目 棄却項目 検定結果 

昭和 57 年 
風向 ０項目棄却 

否 
風速 10 項目棄却 
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1. はじめに 

被ばく評価に用いる気象データについては，敷地内において観測した平成 30

年４月から平成 31 年３月までの１年間の気象データを使用している。以下に気

象観測方法，気象観測結果及び安全解析に使用する気象条件を示す。 

 

2. 気象観測及び気象条件 

2.1.  敷地における気象観測 

発電所の安全解析に使用する気象条件を決める際の資料を得るため，「発電用

原子炉施設の安全解析に関する気象指針」（以下「気象指針」という。）に基づき

発電所敷地内で，風向，風速，日射量，放射収支量等の観測を行っている。 

廃止措置計画認可申請書では，平成 30 年４月から平成 31 年３月までの観測

データを使用した。 

以上の観測に使用した気象機器の種類，観測位置及び観測期間を第 2.1－1 表

に，観測設備配置を第 2.1－1 図及び第 2.1－2 図に示す。 

 

2.1.1.  気象観測点の状況 

（１）排気筒高さ 120m（標高 150m）付近の風向風速を代表する観測点 

a. Ａ点（昭和 54 年８月～平成 18 年９月） 

排気筒高さ付近を代表する風向風速の資料を得るため，敷地内の

丘陵地（標高約 47m）に高さ約 103m（標高約 150m）の鉄塔を設置し，

風向風速の観測を行った。 

b. Ｂ点（平成 18 年 10 月～現在） 

 排気筒高さ付近を代表する風向風速の資料を得るため，敷地内の

事務建屋屋上にドップラーソーダを設置し，風向風速の観測を行っ

た。この観測点は，周囲の障害物の影響を受けることがなく，排気
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筒高さ付近の風向風速を代表している。 

 

（２）地上風を代表する観測点（Ａ点） 

 敷地を代表する地上風の資料を作るため，敷地内丘陵の平地（標高約

47m）に高さ約 10m（標高約 57m）の鋼板柱を設置し，観測を行った。鋼

板柱の周囲には障害物がなく平坦地であるので敷地の地上風を十分代

表する地点である。 

 

（３）大気安定度を求めるための風速，日射量及び放射収支量の観測点（Ａ点） 

 大気安定度を求めるためには，平地での風速，日射量，放射収支量が

必要である。風速については，地上風を代表する観測点で測定した風速

を使用する。 

 日射量及び放射収支量については，敷地内丘陵の平地（標高約 47m）

に設置した露場で行った。 

 

2.1.2.  気象観測項目 

風向，風速：Ａ点，Ｂ点 

日 射 量：Ａ点 

放射収支量：Ａ点 

（各観測点の位置については，第 2.1－1 図及び第 2.1－2 図参照） 

 

2.1.3.  気象機器 

気象機器は第 2.1－1 表に示しているが，「気象業務法」に基づく気象庁

検定を受けたものである。 

 なお，放射収支計及びドップラーソーダは気象庁の検定項目にないた
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め，放射収支計及びドップラーソーダについては年に１回程度の較正を

受けている。 

 

2.2.  敷地における気象観測結果 

2.2.1.  敷地を代表する風 

敷地の地上風を代表する観測点（第 2.1－1 図及び第 2.1－2 図，Ａ点）

標高 57m（地上高 10m）の高さにおける１年間の観測結果を以下に示す。 

なお，風向及び風速の観測値を統計処理するにあたって，風速が 0.5m/s

未満のものは静穏として取り扱っている。 

 

（１）風向 

 標高 57m（地上高 10m）における年間及び月別の風配図を第 2.2－1 図

から第 2.2－3 図に示す。 

 標高 57m における風向分布は，年間を通じ北から北北西寄りの風及

び南の風が多くなっている。 

 標高 57m における年間の低風速（0.5～2.0m/s）時の風配図を第 2.2

－4 図に示す。 

 標高 57m における低風速時の風向分布は，年間を通じ北西及び北北

西の風が多くなっている。 

 

（２）風速 

標高 57m（地上高 10m）における，年間及び月別の風速別出現頻度並

びに年間の風速別出現頻度累積を第 2.2－5図から第 2.2－8図に示す。 

標高 57m における，年平均風速は約 2.1m/s であり，0.5～2.4m/s の

風速が多くなっている。 
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また，第 2.2－1 図に示すとおり，標高 57m における静穏状態（風速

0.5m/s 未満）の年間出現頻度は，4.3％である。 

 

（３）同一風向継続時間 

標高 57m（地上高 10m）における年間の同一風向の継続時間別出現回

数を第 2.2－1 表に示す。 

 標高 57m において長期継続する傾向の強い風向は，南，南南西，北及

び北北西であり，最長の継続時間は，風向が南の場合である。各風向と

も継続時間は９時間以内がほとんどであり，全体で 99.5％を占めてい

る。 

 また，標高 57m における静穏状態の継続時間は，４時間以内がほとん

どである。 

 

2.2.2.  大気安定度 

（１）大気安定度の分類と出現頻度 

日射量，放射収支量及び地上高 10m（標高 57m）の風速の観測資料を

基に「気象指針」に従って大気安定度の分類を行った。 

 なお，大気安定度分類中「－」の箇所はＧ型として分類した。 

 年間及び月別の大気安定度出現頻度を第2.2－9図に，並びに標高57m

（地上高 10m）における年間の大気安定度別風配図を第 2.2－10 図に示

す。 

 年間の出現頻度は，Ａ型からＣ型は 28.3％，Ｄ型（Ｃ－Ｄ型も含む）

は 37.2％，Ｅ型からＧ型は 34.5％となっている。 

 Ｄ型は年間を通じて出現頻度が多く，Ａ型からＣ型は３月から 10 月

にかけて比較的多くなっており，Ｅ型からＧ型は 10 月から３月にかけ
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て多くなっている。 

 標高 57m における大気安定度別の風向出現頻度は，Ａ型からＣ型の

ときは南，Ｄ型（Ｃ－Ｄ型も含む）のときは北北西から北及び南西から

南，Ｅ型からＧ型のときは北北西から北西寄りの風が多くなっている。 

 大気安定度の継続時間別出現回数を第 2.2－2 表に示す。 

 Ａ＋Ｂ＋Ｃ型，Ｄ型，Ｅ＋Ｆ＋Ｇ型が 10 時間以上継続する頻度は，

それぞれ 0.1％，2.3％，1.4％となっている。 

 

2.2.3.  観測結果からみた敷地の気象特性 

敷地における気象観測資料を解析した結果によると，敷地の気象特性

として次のような点が挙げられる。 

（１） 風向は北から北北西寄りの風及び南の風が多く出現している。 

（２） 静穏が発生しても，それが継続することは少ない。 

（３） 大気安定度は，Ｄ型の出現頻度が多い。 

 

2.3.  安全解析に使用する気象条件 

 安全解析に使用する気象条件は，「2.1.敷地における気象観測」に述べた

気象資料を使用し，「気象指針」により求めた。 

 

2.3.1.  観測期間の気象資料の代表性の検討 

 敷地において観測した平成 30 年４月から平成 31 年３月までの１年間

の気象資料により安全解析を行うに当たり，観測を行った１年間の気象

が，長期間の気象状態を代表しているかどうかの検討を行った。 

 風向出現頻度及び風速出現頻度について，敷地内Ｂ点の標高 150m にお

ける 10 年間（平成 20 年４月～平成 30 年３月）の資料により検定を行っ
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た。検定法は，不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従った。 

 その結果を第 2.3－1 表から第 2.3－2 表に示すが，標高 150m において

は，有意水準５％で棄却されたものは１項目であった。これは安全解析に

使用した観測期間が長期間の気象状態を代表していることを示しており，

この期間の気象資料を用いて事故時の線量の計算を行うことは妥当であ

ることを示している。 

 

2.3.2.  大気拡散の計算に使用する放出源の有効高さ 

   事故時において，燃料集合体の落下では，地上放出とし放出源の有効高

さを０mとする。 

 

2.3.3.  大気拡散の評価に使用する気象条件 

（１）平常時 

 廃止措置計画認可申請書では，「解体工事準備期間中に１号炉（２号，

３号及び４号炉も同様）から発生する放射性気体廃棄物の種類として

は，換気系からの排気が，原子炉運転中と同様に想定される。解体工事

準備期間中は，原子炉の運転を終了していること，原子炉の運転を停止

してから長期間が経過していること，放射性物質によって汚染された

区域の解体工事を行わず，原子炉運転中の施設定期検査時と同等の状

態が継続すること，放射性気体廃棄物の管理に必要な放射性廃棄物処

理機能，放出管理機能及び性能を有する設備を維持管理することから，

放射性気体廃棄物の放出量は，原子炉設置許可申請書に記載の核分裂

生成希ガス等の放出量と比べて無視できる程度である。」としている。 

このため，平常時における放射性気体廃棄物の放出による被ばくは

考慮しておらず，平成 30 年４月から平成 31 年３月までの１年間の気
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象資料を用いて大気拡散の評価に使用するパラメータの算出は実施し

ていない。 

 

（２）事故時 

 事故時に放出される放射性物質が，敷地周辺の公衆に及ぼす影響を

評価するに当たって，放射性物質の拡散状態を推定するために必要な

気象条件については，現地における出現頻度からみて，これより悪い条

件がめったに現れないと言えるものを選ばなければならない。 

 そこで，線量等の評価に用いる放射性物質の相対濃度（以下「χ ∕ 」

という。）を，標高 57m における平成 30 年４月から平成 31 年３月まで

の１年間の観測データを使用して求めた。すなわち，（2.3－5）式に示

すように，風向，風速，大気安定度及び実効放出継続時間を考慮したχ ∕
を陸側方位について求め，方位別にその値の小さい方位からの累積度

数を年間のデータ数に対する出現頻度（％）として表すことにする。横

軸にχ ∕ を，縦軸に累積出現頻度をとり，着目方位ごとにχ ∕ の累積

出現頻度分布を書き，この分布から，累積出現頻度が 97％に当たるχ ∕
を方位別に求め，そのうち最大のものを安全解析に使用する相対濃度

とする。 

 ただし，χ ∕ の計算の着目地点は，各方位とも周辺監視区域境界ま

での距離とする。 

 

 

ここで， 

χ ∕  ：実効放出継続時間中の相対濃度（s/m3） 

χ ∕ = 1 ( ⁄ ) ∙  (2.3－5) 
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 ：実効放出継続時間（h） 

(χ ∕ )  ：時刻 における相対濃度（s/m3） 

 ：時刻 において風向が当該方位にあるとき 

   = 1 
時刻 において風向が他の方位にあるとき      

    = 0 
燃料集合体の落下での(χ ∕ ) の計算に当たっては，短時間放出である

ため，方位内で風向軸が一定と仮定して（2.3－6）式で計算する。 

 

 

ここで， 

 ：時刻 における濃度分布の水平方向の拡がりのパラ

メータ（m） 

 ：時刻 における濃度分布の高さ方向の拡がりのパラ

メータ（m） 

 ：時刻 における風速（m/s） 

 ：放出源の有効高さ（m）       

    方位別χ ∕ の累積出現頻度を求めるとき，静穏の場合には風速を

0.5m/s として計算し，その風向は静穏出現前の風向を使用する。 

    放射性雲からのγ線による空気カーマについては，空間濃度分布と

γ線による空気カーマ計算モデルを組み合わせた相対線量（以下「Ｄ ∕
」という。）をχ ∕ と同様な方法で求めて使用する。この場合の実効

放出継続時間は１時間を使用する。γ線による空気カーマ計算には，次

式を使用する。 

(χ ∕ ) = 1∙ ∙ ∙ −2  (2.3－6) 
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ここで 

Ｄ ：計算地点( , , 0)における空気カーマ率（μGy/h） 

 ：空気カーマ率への換算係数
∙ ∙
∙ ∙  

Ｅ ：γ線の実効エネルギ（MeV/dis）       

 ：空気に対するγ線の線エネルギ吸収係数（m-1） 

 ：空気に対するγ線の線減衰係数（m-1）       

 ：放射性雲中の点( ,  , )から計算地点( , , 0)まで

の距離（m）       

( ) ：空気に対するγ線の再生係数 

( ) = 1 + ( ) + ( ) + ( )  

 , , はγ線のエネルギ別に与えられる。 

( ,  , ) ：放射性雲中の点( ,  , )における濃度(Bq/m3) 

 ：放出率(Bq/s) 

 ：放出源高さを代表する風速(m/s) 

 ：放出源の有効高さ(m) 

 ：濃度分布 方向の拡がりのパラメータ（m） 

Ｄ = ∙Ｅ ∙ 4 ∙ ( )
∙ ( ,  , )  

( ,  , ) = 2 ∙ ∙ ∙ − 2
× − ( − )

2 + − ( + )
2  
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 ：濃度分布 方向の拡がりのパラメータ（m） 

 

 以上により，陸側方位について求めた方位別χ ∕ 及びＤ ∕ の累積出現

頻度を第 2.3－1 図から第 2.3－8 図に示す。 

 このうち，燃料集合体の落下の線量評価に用いるχ ∕ 及びＤ ∕ は，陸

側方位のうち線量が最大となる方位の値を使用する。 

 以上の燃料集合体の落下の線量評価に用いるχ ∕ 及びＤ ∕ を第 2.3

－3 表に示す。 
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棄
却
検
定
表
（
風
向
）
（
平
成

3
0
年
度
）
 

検
定
年
：
敷
地
内
Ｂ
点
（
標
高
1
5
0
m
，
地
上
高
1
2
7
m
）
平
成
3
0
年
4
月
～
平
成
3
1
年
 
3
月
 

統
計
年
：
敷
地
内
Ｂ
点
（
標
高
1
5
0
m
，
地
上
高
1
2
7
m
）
平
成
2
0
年
4
月
～
平
成
3
0
年
 
3
月
 

（
％
）
 

 

         

 

検
定
年

平
成
3
0年

度
上
限

下
限

N
1
5.
1
5

1
5.
03

12
.7
7

14
.0
7

1
4.
0
4

1
6.
02

16
.
70

16
.9
1

1
9
.1
7

1
7.
3
6

15
.7
2

1
2
.4
9

2
0
.2
1

11
.2
4

○

N
NE

5.
69

7.
38

5
.3
5

5
.9
9

6.
5
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5.
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5
.
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5
.5
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6
.5
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36

6
.0
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5
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7
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3

4
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○

N
E
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4.
43

4
.3
9

3
.6
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3.
6
4
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3
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3
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3
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4
.9
7

2
.5
1

○
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2
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○

E
1.
74

1.
88

1
.8
8

1
.3
0

1.
7
8

1.
59

1
.
33

1
.7
9

1
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事
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時
の
線
量
評
価
に
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い
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び
Ｄ

∕並
び
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実
効
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出
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事
故
の
種
類
 

実
効
放
出
継
続

時
間
 

χ∕
 

（
s
/
m
3
）

 

Ｄ
∕ 

（
G
y
/
B
q
）
 

１
号
炉
 

燃
料
集
合
体
の

落
下
 

１
時
間
 

9
.
8
×
1
0
-
4
 

2
.
9
×
1
0
-
1
8
 

２
号
炉
 

5
.
7
×
1
0
-
4
 

2
.
2
×
1
0
-
1
8
 

３
号
炉
 

4
.
0
×
1
0
-
4
 

1
.
8
×
1
0
-
1
8
 

４
号
炉
 

2
.
8
×
1
0
-
4
 

1
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5
×
1
0
-
1
8
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第 2.1－1 図 気象観測設備配置図（その１） 
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第 2.2－9 図 年間及び月別大気安定度出現頻度
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1.  はじめに 

福島第二原子力発電所１号炉（以下，２号，３号及び４号炉についても同様で

あり，１号炉とあるものは当該各号炉に読み替える。）に残存する放射性物質及

び原子炉の運転中に発生した放射性固体廃棄物については，解体工事準備期間

中に，解体対象施設に残存する放射性物質について，核種組成，放射能量及び分

布を評価する計画である。 

本資料では，今後実施する調査及び評価内容について説明する。 

なお，核燃料物質による汚染の分布とその評価方法については，原子炉本体周

辺設備等解体撤去期間に入るまでに廃止措置計画に反映し変更の認可を受ける。 

 

2.  評価対象 

１号炉に残存する放射性物質は，その起源によって放射化汚染と二次的な汚

染に区分して評価する。 

また，原子炉運転中に発生し，貯蔵又は保管された放射性廃棄物（以下「運転

中廃棄物」という。）について評価する。 

(1) 放射化汚染 

原子炉運転中の中性子照射により炉心部，原子炉周辺，使用済燃料貯蔵

設備（使用済燃料プール）の構造材が放射化して生成された放射性物質に

よる汚染をいう。 

(2) 二次的な汚染 

原子炉運転中に，放射化された炉心部等の構造材が冷却材中に溶出した

もの，及び冷却材中の腐食生成物が炉心部で放射化されたもの及び核分裂

生成物が，機器，配管等に付着した放射性物質及び建屋（家）の床，壁に

付着又は浸透した放射性物質による汚染をいう。 
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3.  １号炉に残存する放射性物質の評価方法 

3.1. 放射化汚染 

１号炉に残存する放射化汚染の放射能は，運転履歴，中性子束及び構造材の元

素組成等に基づき，実績のある汎用計算コードを用いた計算によって，生成核種

を同定するとともに，生成核種の放射能濃度分布の評価を行う。また，供用を終

了した機器，配管等から，代表試料を採取して放射能測定し，評価結果を検証す

る。 

現在，計画している放射化汚染の評価フローを第１図に示す。 

 

(1) 評価対象範囲 

放射化汚染の評価を行う対象範囲は以下のとおり。なお，放射化汚染の

対象範囲を第２図に示す。 

a. 原子炉周辺 

炉心中央から生体遮蔽体の外側までに設置されている機器，配管等及び

コンクリート 

b. 使用済燃料貯蔵設備（使用済燃料プール）周辺 

プール内に設置されている使用済燃料貯蔵ラック，プールライナ及びプ

ール側壁コンクリート並びに底面コンクリート 

 

(2) 調査内容 

a. 設計情報等の調査 

放射化汚染の評価に必要な設計情報等を調査する。 

 設計情報：図面，材料組成，炉出力，ミルシート等 

 運転，使用状況の記録：運転履歴（中性子線の照射履歴）等 

 修理，改造等の記録：改造工事記録等 
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b. 汚染状況等の調査 

放射化汚染の評価に必要な汚染状況等を調査する。 

 元素組成及び放射能分析 

評価対象範囲内にある機器，配管等から代表試料を採取，分析する。 

代表試料の採取方法については，「5.代表試料の採取」に示す。 

 汚染状況を把握するための記録：工事記録等 

 

(3) 放射化汚染の評価 

放射化汚染の評価は，実績のある汎用計算コードを用いた計算によって

行う。 

a. 中性子束分布計算 

設計情報（建屋（家）図面等の位置情報，機器，配管及び材料情報）を

基に，幾何形状モデルを作成し，実績のある汎用計算コードを用いて中性

子束分布の計算を行う。 

b. 放射能濃度分布計算 

中性子束分布，運転履歴，元素組成等の情報から，使用実績のある汎用

計算コードを用いて，放射化汚染の放射能濃度分布計算を行う。 

計算結果の検証を行うため，汚染状況等の調査にて取得した放射能分析

結果と比較する。 

c. 放射化汚染の放射能の評価 

放射能濃度分布計算にて算出した放射能濃度に，構造材の重量を乗じる

ことにより放射化汚染の放射能を評価する。 

 

3.2. 二次的な汚染 

１号炉に残存する二次的な汚染の放射能は，機器，配管等の外部からの測定，
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代表試料を採取しての放射能測定及び放射能計算により，評価を行う。 

現在，計画している二次的な汚染の評価フローを第３図に示す。 

 

(1) 評価対象範囲 

二次的な汚染の評価を行う対象範囲は，１号炉の管理区域内にある機器，

配管等及び建物コンクリートとする。 

 

(2) 調査内容 

a. 設計情報等の調査 

二次的な汚染の評価に必要な設計情報等を調査する。 

 設計情報：材料組成，炉出力，図面，系統図，配管ルート図等 

b. 汚染状況等の調査 

二次的な汚染の評価に必要な汚染状況等を調査する。 

 線量，汚染等の記録：管理区域区分記録，放射線管理記録等 

 外部からの測定分析：機器，配管等の外部からγ線の測定を行う 

 放射能分析 

評価対象範囲内にある機器，配管等から代表試料を採取，分析する。 

代表試料の採取方法については，「5.代表試料の採取」に示す。 

 

(3) 二次的な汚染の評価 

二次的な汚染の評価は，施設を構成する配管及び機器の材料組成を考慮

して腐食生成物等を含む核種組成比を計算又は測定により評価する。 

計算による方法としては，冷却材中の放射能濃度と系統内面の接液部の

汚染密度データから冷却材に接液する配管及び機器の接液面の沈着及び

剥離の挙動モデルを用いて評価する。 
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a. 核種組成計算 

原子炉運転中に放射化された炉心構造材が冷却材中に溶出したもの及

び冷却材中の腐食生成物が炉心部で放射化されたもの等の核種組成を，実

績のある汎用計算コードを用いて計算を行う。 

上記の計算結果を基に，系統構成を考慮して，各系統の汚染の核種組成

を計算する。 

b. 放射能濃度分布計算 

汚染状況等の調査で得られた汚染密度，放射能濃度と各系統の汚染の核

種組成より，二次的な汚染の放射能濃度分布計算を行う。 

c. 二次的な汚染の放射能の評価 

放射能濃度分布計算にて算出した放射能濃度に，機器，配管等及び建物

コンクリートの重量又は表面積を乗じることにより二次的な汚染の放射

能を評価する。 

 

4.  運転中廃棄物の評価方法 

運転中廃棄物については，当該廃棄物の発生時の記録等を基に，貯蔵保管場所

毎の種類及び数量について評価を行う。 

評価は，原子炉運転中の放射線管理記録，放射性廃棄物の保管記録等を参照又

は１号炉に残存する放射性物質の評価方法と同様の方法により，評価する。 

 

5.  代表試料の採取 

(1) 金属部位 

取外し，切出し等の方法により採取を行う。 

(2) コンクリート部位 

コアボーリング，はつり等により採取を行う。 
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(3) 試料採取時の安全確保対策 

試料採取に当たっては，以下に示す安全確保対策を実施し，事故防止に

努めるとともに，放射線業務従事者の被ばくを可能な限り低減させる。 

 試料採取を行う場合，事前に１号炉の保安のために必要な維持すべ

き機能等に影響を与えないことを確認した上で実施する。 

 適切な作業計画を立てることにより，作業時間の短縮を図るととも

に，遠隔操作や遮蔽を適宜実施することで，外部被ばくの低減を図

る。 

 内面付着物やコンクリート試料の採取を行う場合，汚染拡大防止囲

い，局所フィルタ，局所排風機等により汚染拡大防止措置を講じる。

また，マスク等の防護具を適切に着用することにより，身体汚染及

び内部被ばくを防止する。 

 採取試料は適切に養生するとともに，必要に応じて容器に収納して

運搬することによって，汚染拡大防止及び被ばくの低減を図る。 

 

以上 
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第１図 放射化汚染の評価フロー 

  

中性子束分布計算 

放射能濃度分布計算 

放射能濃度（Bq/t） 

構造材寸法，材料組成， 
炉出力，ミルシート等の情報 

中性子束分布 

運転履歴，元素組成等の情報 

放射化汚染の 
放射能（Bq） 

評価結果の検証 

設計情報等の調査 
汚染状況等の調査 

構造材重量等の情報 
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第２図 放射化汚染の対象範囲（１号炉） 
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第３図 二次的な汚染の評価フロー 

放射能濃度 
（Bq/t，Bq/㎝２） 

二次的な汚染の 
放射能（Bq） 

設計情報等の調査 
汚染状況等の調査 

機器・配管等の重量及び内表面
積の情報 

核種組成計算 

放射能濃度分布計算 

過去の化学分析，測定記録 
汚染履歴等の情報 

管理区域区分記録 
放射線管理記録等を参考 

評価結果の検証 

材料組成，炉出力，図面，系統
図，配管ルート図等の情報 
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